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オフィスと働き方の未来　特集

1.	 はじめに
　少子高齢化による労働人口の減少や
親族介護のための勤務条件の制約、イ
ンターネットの普及をきっかけとする
経済活動のグローバル化に伴う労働市
場の変化は、われわれの働き方を根底
から大きく変えようとしている。一方
で、多様な労働者や働き方を受け入れ、
限られた労働力で高い生産性を実現
するためには、社会制度を整備し、個
人や組織の意識を変革するだけではな
く、多様な働き方や労働環境において、
労働者がより高いパフォーマンスを発
揮できるような仕組みが求められる。
　ところで、オフィスでは、労働者は
自身の業務に集中しつつも他者と連
携・協力して、組織全体の業績に貢献
している。すなわち、作業への集中と
他者との緊密なコミュニケーションの
両立が、組織の知的生産性を高める鍵
となる。そこで本稿では、この課題に
対して、主に情報工学的な視点から問
題点を整理するとともに、いくつかの

オフィスにおける集中とコミュニケーションの両立

取り組みを紹介する。なお、本稿での
オフィス業務は、特殊な能力や着想を
要するものではないが単純作業でもな
い、一定の認知的努力を要するものを
想定している。また、紙面の都合から
文献を十分に引用できていない点はご
容赦いただきたい。

2.	 オフィスでの業務
2. 1　オフィスにおける作業の遷移
　受付や接客などの業務を除く一般事
務を主な業務とするオフィス、研究所
や設計開発の現場などを観察すると、
電子的なペーパワークやプログラム開
発など、自席での個人作業が労働時間
の多くを占めている。その内容は、特
許や論文の執筆のように集中して取
り組む必要があるものや、日誌の記入
や出張経費精算などの比較的リラッ
クスして遂行できるものまで様々であ
り、オフィスワーカはこれら複数の作
業の間を遷移しながら、自らが担当す
る業務を遂行している。また、ときに

は関係する相手と相談や報告を行うと
もに、質問や調整などを交えつつ、独
立性が高いものから密接な協力が必要
なものまで多様な作業を共同で遂行す
る。さらに、必要に応じて会議のよう
に同時に同じ業務に従事する密な協働
も実施する。すなわち、オフィスワー
カは、図 1 のように、個人作業と会話
を伴う共同作業の間の遷移を繰り返し
ている [1]。さらに、職場には給湯室や
喫煙室での会話のような非公式なコ
ミュニケーションも存在し、組織の枠
にとらわれない情報共有の場となって
いる。

2. 2 コミュニケーションと集中の両立
 の必要性
　上記のように、組織におけるコミュ
ニケーションには、計画的に開催され
る公式な会議、必要に応じて行われる
相談や報告、喫煙所などで偶発的に発
生するインフォーマルな会話など多様
なものがある。目標や情報の共有が組
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織経営に重要であることは、古くから
知られており [2]、共通理解のための基
盤（Common Ground）は会話によって
構築される [3]。また、メンバ間の関係
はチームのパフォーマンスに大きく影
響する [4]。さらに、ナレッジマネジメン
トの観点からは、暗黙知と呼ばれる顕
在化していない個人の経験的知識を顕
在化した形式知として共有することの
重要性が指摘されている [5]。以上のよ
うに、コミュニケーションが組織を効
率的に機能させ生産性や創造性を高め
る重要な鍵であることは論を待たない。
　他方、個人作業から共同作業への
遷移は、遷移を要求される者にとって
は遂行中の作業を中断させる割り込み

（Interruption）となる。このような割
り込みによる作業の切り替えは一時記
憶の退避や復帰などの認知負荷の原因
となり [6]、知的生産性を低下させる [7]。
したがって、オフィスの知的生産性を
高めるためには、個人作業の阻害を回
避しつつコミュニケーションを促進す
ることが望まれる。 
　本学会においても HI2017 のワーク
ショップでワークプレースデザインが
論じられ、その中で個の集中とコミュ
ニケーションの取りやすさの両立が、
今後取り組むべき課題であることが再
認識された [8]。

3.	 コミュニケーション（知識共有）
	 の促進
　コミュニケーションは、チームメン
バに共通の基盤を築くとともに、新た
な着想の種をもたらすことが期待され
る。そこで、交流促進のためのスペー

スの設置に加えて、様々な情報工学的
な手法を用いたコミュニケーションの
分析や促進の試みがなされてきた。
　対面での日常業務場面を対象とした
ものには、タグを用いて近接を検出し
組織内のネットワークを分析するもの [9]

や、会話参加者の発話量を個別に算出
し表示することで発話の均等化を図る
もの [10] などがある。筆者らも無拘束話
者推定システムを構築し、日常オフィ
ス業務場面における会話参与役割の分
析を試みている [11]。定量的な会話の分
析とその結果に基づくフィードバック
が可能になれば、日常業務における情
報フローの把握や会議の効率化が可能
になるものと期待される。
　非対面ユーザ間のコミュニケーショ
ン促進を目指すものには、PC 等の操
作状況から推定した在席情報 [12] や、
相手の位置やサインイン情報 [13] を表示
するシステムなどが提案されている。
ネットワークを介して相手の状況を認
知可能にすることで、相談などの欲求
が生じた際のコミュニケーション障壁
を下げようとする試みと言える。チャッ
トなどの遠隔からの話しかけは、受け
る側にとっては作業への割り込みとな
る可能性があるため、4. 2 で後述する
システムと多くの共通点を有する。
　非公式なコミュニケーションによる
知識共有の促進を目指すものには、対
面環境では、大型ディスプレイを用い
た情報共有システム等が提案されてい
る [14]。非対面環境では、Enterprise 2.0
の提唱 [15] 以降企業に広く普及した社
内 SNS が、非公式な情報共有を目指
すものに位置づけられる。 

　以上のように、組織運営に必要なコ
ミュニケーションが多様であることか
ら様々な支援システムが研究開発され
ている。組織に対してシステムを有効
に機能させるためには、単なる導入だ
けでなく組織の構成員全員が運用ルー
ルも含めてシステムを受容して利用す
ることが重要になってくる。 

4.	 集中の支援
4. 1　作業者の集中を遮る要因
外的要因（外部割り込み）
　オープンプランオフィスは情報交流
を促進し組織の創造性を高めることが
期待される一方で、近年では、他者の
活動が作業を阻害して効率を低下させ
るとの否定的な記事や学術論文が数多
く見られる。しかし、問題はオフィス
の形態のみに起因するものでは無く、
個別オフィスにおいても、訪問者に加
えて電話やメール、チャットなど、電
子的なものを含む多様な外部からの割
り込みが存在する。そうして、先に述
べたように、これらの割り込みが不適
切なタイミングで発生すると作業者の
認知負荷が増大し、作業効率を低下さ
せる。すなわち、作業効率を高めるた
めには、不適切なタイミングでの外部
割り込みを、何らかの手段によって抑
制することが望まれる。

内的要因（セルフインタラプション）
　外部からの割り込みだけでなく、作
業の中断は作業者自身の内的な要因に
よっても発生する。例えば、作業に疲
れて自発的に休憩する場合や、作業中
に忘れていた急ぎの仕事を思い出した
場合などがあげられる。他にも、論文
執筆のために WEB 検索して見つかっ
た文献を読んでいる内に、その内容に
触発されて他のことを調べ始めた場合
のように、本来の作業に関連して始め
た作業がきっかけとなって、意図せず
他の作業に移ってしまう場合もある。
Jin らは、これらの内的要因による自己
割り込みを 7 種類に分類し、一部は本
来の作業のために必要あるいは作業を
促進する可能性があるが、一部は阻害
すると述べている [16]。すなわち、作業
を中断させる要因は、必ずしも作業者
の外部に存在する訳ではなく、内部に
も存在することに注意する必要がある。

図 1　オフィスにおける活動遷移のモデル
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図 3　割り込み拒否度遠隔共有画面の例

図 2　情報工学的手法を用いた割り込みによる生産性低下の防止支援の分類

アウェアネスはコミュニケーションを
促進すると期待され、主に遠隔コミュ
ニケーションを対象に様々な支援シス
テムが開発されてきた。同時に、相手
の作業状況のアウェアネスは、不適切
なタイミングや手段での話しかけの回
避にも効果が期待される。そこで、PC
の操作状況や発話の有無からユーザへ
の割り込み可否の程度を推定し、その
情報を遠隔共有したり、適切なコミュ
ニケーション手段を推奨するシステム
などが提案されてきた [17, 18]。最近では、
ランプの色で割り込み可否を表示する
ことで、オフィス内での不適切な割り
込みを回避しようとする試みもある [19]。
我々も、PC の操作情報などからユー
ザの割り込み拒否度を推定し遠隔共有
する図 3 のシステムを試作して研究室
内で継続的に運用し、現在、ユーザ間
の観察行動の分析を進めている [20]。
　これらのシステムは、割り込まれる
側の知的生産性低下を防ぐ効果が期待
される一方で、話しかける側にコミュ
ニケーションを躊躇させ、結果として
チーム全体のパフォーマンスを低下さ
せるリスクも有する。したがって、割り

4. 2　作業への集中の支援
　本稿は情報工学的な手法の紹介が主
眼であるため詳細は割愛するが、集中
と共同の両立を目的に、集中して作業
するための場所と、共同作業やコミュ
ニケーションのための場所の両者を備
えたオフィス設計が広がりつつある。
集中を維持するために個人が実施可能
な最も単純な方法は、メールや電話が
届かない場所に移動することであるが、
必要なコミュニケーション機会を失う
リスクが生じる。したがって、適切な
方法によって、コミュニケーション機
会の逸失を補完することが望まれる。
　ところで、作業者が集中している状
態を阻害する要因には、先に述べたよ
うに、外的な割り込みと内的な割り込
みの 2 つがある。さらに、それらの防
止方法に加えて、割り込みからの復帰
支援など、集中維持を支援する方法に
は多様なアプローチがある。以降では、
図 2 の分類に基づいて、各種の情報工
学的手法を紹介する。

（1） 割り込み側ユーザへの情報提示
　3 章で述べたように、他者の状況の

込まれる側の作業者の業務が一段落す
るまでの時間をシステムが予測して [21]

会話要求者に伝えることで待ち時間の
有効活用を促すなど、割り込む側と割
り込まれる側、両方の作業効率を考え
る必要がある。 

（2） システムによる割り込みの抑制
　不適切なタイミングでの割り込みに
よる集中阻害を回避する方法には、割
り込み側ユーザの判断によらず、シス
テムによって自動化する方法も考えら
れる。その実現のためには、作業中の
ユーザの割り込み可否の程度を自動推
定する機構と、割り込みタイミングを
制御する機構の 2 つが求められる。
　割り込み可否の程度は作業の進行と
密接な関係がある。特に、一つのまと
まった業務を構成する小さな作業が完
了したタイミングは、一時記憶の使用
が減少するため割り込みに適した機会
となる [22]。そのため、PC 作業を主た
る業務とする場合には、アプリケーショ
ンの切り替えや操作量等から、割り込
みを受容できない程度、すなわち「割
り込み拒否度」の推定が可能になる [23]。
　推定した割り込み拒否度に基づい
て、ユーザへの割り込みを制御するシ
ステムの例として、図 4 にメール配信
タイミング制御システムを示す [24]。日
常業務での継続利用の結果、着信通知
からメールを読むまでの保留時間が短
くなるなど、配信タイミング制御が目
に見えるレベルのユーザ行動に変化を
もたらすことが明らかになりつつある。
同様に、電話やシステムのアップデー
ト通知など、様々な割り込みのタイミ
ングや割り込み方を自動制御するシス
テムを実現することで、集中を阻害す
る不適切な割り込みを低減することが
可能になるものと考えられる。
　これらのシステムの課題は、作業者
の割り込み可否を正確かつ遅延無く推
定する技術にある。そのためには、作
業情報だけでなく、作業姿勢等の作業
態度の反映や、瞳孔径のような非接触
計測可能な生理指標の使用も検討する
必要がある。
　システムによって不適切な割り込み
を抑制する方法には、通知タイミング
の制御だけでなく、作業を阻害する可
能性が高い能動的な通知を使用せず
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に、アンビエントな通知によってユー
ザの気づきを待つ受動的なものもあ
る。スマートフォンのアイコンのバッ
ジカウントや、視野の周辺領域に通知
を表示しておく方法 [25] などが相当す
る。また、遠隔からの会話要求などを
アンビエントに伝えることによって、
話しかける側と話しかけられる側を逆
転させることも可能になる [26]。
　アンビエントな通知の利点は、主作
業領域の外に通知を表示しておけば、
注意対象が作業領域から出たとき、す
なわち作業を中断した時に気付く可能
性が高い点にある。他方、通知の位置
や表示が不適切だと、作業のための
視点移動の際に気付いてしまう可能性
や、逆に作業を中断した際にも気付か
ない可能性がある点に注意が必要で
ある。

（3） 作業復帰の支援
　知的生産性を高めるためには、作業
への集中をできるだけ長く維持できる
環境が望ましい [27] が、現実の職場に
おいては、一定の作業中断は不可避で
ある。ここで、作業の中断すなわち他
の作業への遷移は、元の作業に関する
一時記憶を失わせ、作業復帰を困難に
する。しかし、元の作業に関する情報
は一時記憶の呼び出しを支援し、作業
復帰時間を短縮する [28]。
　そこで、近年は、割り込み時に観察
していた画面上の場所をハイライトす
るなどの方法で、元の作業状態の想起
支援を目指したシステムが提案されて
いる [29]。特定の作業だけではない、一
般性の高い汎用なシステムの開発が今
後の課題である。

（4） 内的割り込み抑制の支援
　今すべき作業ではなく、ついつい他
のことをしてしまうのを防止する方法
は、何らかの方法で強制的にできなく
するか、自らの意志で防ぐかのいずれ
かになる。前者のためのツールの例と
しては、一定時間特定のサイトをブロッ
クするもの [30] などがあげられる。仕事
のためのノート PC を持ってカフェや
図書館に行く行為も、外的割り込みの
防止だけでなく、誘発要因が少ない環
境に身を置くことによって内的割り込
みを防止しようとする行動と解釈する
ことができる。
　自らの意志によるセルフインタラプ
ション低減の支援を目指すものには、
オンラインアクティビティやアプリケー
ション使用状況を記録して可視化する
ことで、自身の作業の振り返りを支援
するもの [31] などがある。図 5 に表示画
面の例を示す。我々も、視線計測装置
を用いて割り込み拒否度遠隔共有画面

の観察行動を分析したところ、他者の
観察よりも自身の作業の振り返りに積
極的に利用する傾向が見受けられた[20]。 
　内的割り込みをブロックするために
は、作業者の行動が内的割り込みなの
か否かを判定する必要があるため、作
業者自身が事前に設定するのでなけれ
ば、システムが自動判定する必要が生
じる。この点が汎用な支援システムを
実現する上での課題となる。
　作業の振り返りをより効果的に支
援するためには、自らの行動をセマン
ティックかつ定量的に振り返る機能の
実現が望まれる。そのためには、作業
への集中をより詳細にモデル化 [32] する
ことも必要と考えられる。その一方で、
作業者は、ある程度は自身の作業内容
やそのときの心的状態に関する記憶を
有しているため、想起のためのきっか
けを与えるだけでも効果的な振り返り
効果が得られる可能性もあり、実験的
な検証が望まれる。

5.	 未来のオフィスに向けて
　情報通信技術の発展は、国境を越
えたチームワークやマイクロクラウド
ソーシングなど、数十年前には考えら
れなかった働き方を可能にする一方で、
情報過多による認知オーバロードや頻
繁な作業の阻害など、様々な問題も生
んでいる。すなわち、我々を取り巻く
労働環境は劇的に変化し、オフィスワー
クの知的生産性に大きく影響している。
他方、本特集の他の記事で取り上げら
れているように、建築やインテリアも
より高い知的生産性を目指したスマー

図 4　メール配信タイミング自動制御システム

図 5　アプリケーション使用状況表示画面の例
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ト化が進んでいる。これらアプローチ
の異なる取り組みが融合して補完し合
うことによって、快適で満足度が高く
知的生産性が高い、未来の知的オフィ
スが実現されるものと確信している。
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